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２A６ 科学技術政策研究所（ＮＩＳＴＥＰ）の活動 

この一年、これからの一年 
尾藤  隆 科学技術政策研究所 

 
 
1. ＮＩＳＴＥＰ設立の背景 
 
 わが国の科学技術活動は、金額にして 9兆円（87年）、OECD購買力平価に換 
算して 米国の約半分、独・仏・英の 3ヶ国の合計とほぼ同じレベルの活動をし 
ている。一方、その約８０％は、企業をはじめとする政府以外の努力によってな 
されており、近年 国の役割は徐々にしかし着実に低下の傾向が見られる。 
 
 経済成長における技術革新の役割の大きさについて、国際的に認められている 
ところであるが、近年の日米貿易摩擦をはじめとする､国際的議論を通じ､日本の 
強さが強調され、その原因として、日本企業の技術革新に対する弛みない努力 
が指摘されている。しかしながら、企業に対する科学技術庁の調査によれば、５ 
年前の時点で、欧米企業と比べ日本の企業の独力で今後の技術水準を高めていく 
能力は劣っていると見なしており、今年行った日本の研究者に対する調査におい 
ても、材料、情報電子、ライフサイエンスの各分野において米国の優位は明白で 
ある。ライフと特に基礎的な材料分野については欧州の方が優れていると見られ 
ている。 
 
 一方、米国や ECは、自国産業のハイテク競争を支援するため、自国内の企業 
間Ｒ＆Ｄコンソーシアム育成と資金援助、技術移転の促進、人材育成等、戦略的 
視点に立った産業政策を、幅広いコンセンサスの基に進めている。これに対する 
日本の科学技術政策は、従来からの基礎的な研究能力の向上を意図する様々な試 
みと研究者の受け入れ拡大などの国際貢献を前面に出した施策が新たなものの中 
心となっている。 
 
 ９０年代から次の世紀にかけ、東西関係の政治的変化、累積債務問題等に見ら 
れる南北問題など、先進国間における経済障壁の問題に加えて様々な不透明感の 
要素が折出しつつある。また、強い企業にとっては国境は存在しない時代に入っ 
ており、従来の産業政策、科学技術政策も新しい動きに沿うものにしていかなけ 
ればならない。国民の活力を維持し、経済成長を維持していくために責務を持つ 
国として、科学技術分野においては、今後の長期的動向を正しく見通し、戦略的 
思考に立った政策とビジョンを国民に提示していくことがますます重要となって 
いる。 



 
２．ＮＩＳＴＥＰの活動   この１年 
 

(1) 88年 7月設立 
８５年臨時行政改革審議会答申   科学技術庁資源調査所振り替え 

 
(2) 業務の基本方針 
○ 国際的視野に立った技術革新の基礎理論の研究 
○ 当面の重要課題に関する調査研究 
  －研究人材／科学技術と社会の調和／国際展開／科学技術と資源（環境） 
                                 等 

(3) 運営方針 
○ 内外とくに科学技術政策の研究が進んでいる米、欧の研究機関との協力 
  促進 
○ 限られた研究能力の有効活用のため、調査研究テーマの  化と調査研 
  究グループ間の連携 
○ 諸情報のデータベース化促進 

 
(4) 予算人員等 
○ 定員 46人、１年間の客員研究者 11人、特別研究者 15人(外国人 5人) 
○ ８８年度予算 2.5億円(9ヶ月分)  ’８９年度予算約４億円 
○ 海外との協力－ＮＳＦ、ハーバード大、ＭＩＴ、ＳＰＲＵ等 ５件 
         研究者交流 受入れ 7人、派遣 3人 
○ その他の活動－国際会議出席 8件 
         海外研究者来訪 39件 
         セミナー講演  35回（外国人 13回） 

 
(5) 主な成果と研究発表 
○ 理工系学生就職動向､予備調査 
○ ソフト系科学技術調査 
○ 表彰対象科学技術動向調査 
○ 地域における科学技術基礎調査 
○ 科学技術に対する社会の意識について 
○ アジアのエネルギー消費構造について 
○ The Summary of the Major Themes on the Culture of Academic Research 
○ Some Analysis on Recent Changes in Japanese Supply and Employment Pattern of Engine 
○ Changing Role of National Lab’s in Japan 
○ Can Empirical and Quantitative Study Identify Changes in Techno-Economic Parading？ 
○ Systemic Innovation and Cross-Border Networks． 

etc 



 
３ ＮＩＳＴＥＰの活動  これからの１年 
 

(1) 国際コンフェレンスの開催 
 技術革新による経済成長維持。それを踏えた各国の科学技術政策立案のニ 
ーズを背景に、内外研究者が一同に集まり、今後の中長期的課題をアイディ 
ア交換による相互刺激を通じて発掘し、国際共同研究を醸成することを目的。 
 平成元年２月２－４の３日間、伊豆下田で開催。 

 
(2) 国際共同研究 
○ 研究者の資質の日米比較 （ハーバード大） 
○ 技術移転メカニズム－日本国内の移転、米国への移転、Dual Use Tech 
  問題との関連等     （ハーバード大） 
○ 国立試験研究機関の機能と構造 
              （シラキュース大、ＳＰＲＵ etc） 

 
(3) 継続研究 
○ 技術革新過程のモデル化 
   －科学技術連環表、国家研究開発プロジェクトの効果 etc 
   －科学技術政策分析（ ＳＰＲＵ） 
○ 科学技術指票体系の開発とデータ整備 
○ 基礎研究強化方策 
   －特に人材の将来動向、研究評価のあり方 
○ 技術発展動向 
   －デルファイ調査実施 
○ 科学技術に対する社会の受容性調査 
   －ケーススタディと将来のコミュニケーションモデル 
○ 各国の科学技術動向基礎調査 
○ 資源調査 
   －アジア諸国のエネルギー需給と環境汚染 
   －科学技術動向（材料、バイオ両分野）と資源への影響 

 


